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令和 7年産業連関構造調査（運輸関連事業投入調査）の実施について（協力依頼） 

 

 

平素は当協会の事業運営に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、今般、令和 7年産業連関構造調査（運輸関連事業投入調査）について、別添のとお

り実施する旨、国土交通省大臣官房政策立案総括審議官（合理的根拠政策立案推進・情報制

作本部長）より通知されました。 

本調査は、総務省をはじめとした関係 10 府省庁の共同作業によって作成される産業連関

表（我が国の 1年間における産業部門相互間の経済取引の状況をマトリックス形式の表にま

とめ、国民経済計算や経済予測のための基本的な資料となるもの。）作表のため、5年に 1度

実施される特別調査であり、運輸関連事業の投入額等を推計するための重要な基礎資料とな

ります。 

つきましては、国土交通省が全国の運輸関連事業者の中から抽出した一定数の事業者に別

添調査票が送られますので、対象事業者からお問い合わせ等がありましたら、本調査の趣旨

をご説明いただき、ご協力いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

敬具 

 

【送付資料】 

〇令和 7年産業連関構造調査（運輸関連事業投入調査）の実施について（協力依頼） 

〇令和 7年産業連関構造調査（運輸関連事業投入調査）の実施について（実施要領） 

〇調査票 

〇調査票の記入の仕方 

〇令和 7年産業連関構造調査（運輸関連事業投入調査）に関する Q&Aについて 

 

 

◇本件問合先：企画部 TEL03-3354-1037 

 










